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札幌市

小樽市

共和町

（1）事業の目的

■位置図 ■事業概要図
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岩内共和道路

L=7.6km

1.事業の概要

E5A

E5A
E5

・国道276号は、江差町を起点とし、苫小牧市に至る延長約110kmの幹線道路。

・岩内共和道路は、交通事故の低減を図り、管内の物流効率化及び災害時の緊急避難ルートとして寄
与することを目的とした延長7.6kmの事業。



①起点 ‥‥北海道岩内郡共和町梨野舞納

終点 ‥‥北海道岩内郡共和町国富

②計画延長‥‥７．６km

③幅員 ‥‥１４．０m

④構造規格‥‥３種２級

⑤設計速度‥‥６０km/h

⑥車線 ‥‥２車線

⑦事業主体‥‥北海道開発局

ほっかいどういわない きょうわ くにとみ

ほっかいどういわない きょうわ り や む な い

（2）計画の概要

２車線 （単位：ｍ）

■横断図
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1.事業の概要



（3）経緯

■開通前(現道)
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■開通後

1.事業の概要

写真：小樽開発建設部（R1.10撮影）写真：小樽開発建設部（H26.5撮影）
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R1
年度

事後評価再評価再評価事業化

H27.3.27
開通1.1km
事業完了

H26.3.23
開通6.5km

用地補償着手
工事着手



黒松内道路
L=4.7km

H21年度開通

積丹防災
L=23.5km
H24年度開通

岩内共和道路

L=7.6km

岩内改良
L=10.3km
H20年度開通

泊原子力発電所

UPZ

予防的防護措置を
準備する区域

緊急防護措置
を準備する区域

PAZ

2.社会情勢の変化
（1）事業周辺地域の状況
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N

後志自動車道
平成３０年１２月
余市IC～小樽JCT開通

赤井川道路
L=16.4km
H20開通

忍路防災

L=3.5km
H30開通

塩谷拡幅

L=3.7km
H17開通

写真：小樽開発建設部

平成２１年１２月
泊原子力発電所の３号機が稼働
平成２４年５月
泊原子力発電所が定期検査のため発電停止
平成２５年１月
地域防災計画(原子力防災計画編)により、
原子力防災対策を重点的に行うべき地域が
従来の10km圏から30km圏に拡大され、
対象自治体が周辺４町村(岩内町･共和町･
泊村･神恵内村)から、９町村(寿都町･蘭越
町･ニセコ町･倶知安町･赤井川村･積丹町･
古平町･仁木町･余市町)を加えた13町村に
拡大

平成１７年４月
岩内町にて海洋深層水の取水が
本格稼働

共和～余市
L=27.6km

H26年度事業化
H28年度工事着手

倶知安～共和
L=11.5km

H28年度事業化
平成30年度工事着手写真：小樽開発建設部

倶知安余市道路
平成２６年度事業化 共和余市間
平成２８年度事業化 倶知安共和間

北海道横断自動車道

（余市IC～小樽JCT）

L=23.3km
H30開通

倶知安

余市道路
L=39.1km



（1）交通量及び旅行速度の状況
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※整備前はH22調査
※整備後はH27調査

資料：全国道路・街路交通情勢調査

・当該事業区間の整備後における自動車交通量は、現道と当該道路合わせて10,130台/日。
・整備前後の旅行速度を比較すると、現道では46.0km/hから46.9km/h、当該道路では59.1km/hと
なっており走行性が向上。

【整備前後の交通量及び旅行速度】

3.事業の効果の発現状況



現道

33.9

現道

11.8
岩内共和道路

11.4
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（2）交通事故の状況
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・当該事業区間の整備前後の事故率を比べると、整備前は33.9件/億台kmであったのに対し、整備
後は現道が11.8件/億台km、当該道路が11.4件/億台kmと減少

※整備前はH23～H25平均
※整備後はH27～H29平均

資料：小樽開発建設部調べ

【整備前後の事故率】

3.事業の効果の発現状況
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事後評価にて確認した主な整備効果

・道路交通の安全性向上

・災害時の緊急避難ルート強化

・地域産業の活性化（水産加工品及び食料雑貨類の流通利便性向上）

・地域資源の有効活用を支援

（3）事業効果の確認

3.事業の効果の発現状況



（R1.10）

【岩内共和道路
大型車走行状況】

写真：小樽開発建設部
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3.事業の効果の発現状況
（4）道路交通の安全性向上
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■国道276号の線形不良箇所･死傷事故発生状況

出典：小樽開発建設部調べ、イタルダデータ(整備前：H23-25、整備後：H27-29)、事故ゼロプラン<北海道開発局 >

【国道276号現道での
事故発生状況】

写真：小樽開発建設部

急勾配
i=5.98％

急勾配
i=5.44％
～5.62

急カーブ
R=107m

【岩内共和道路】急こう配箇所なし

施
工
高
（
ｍ
）

岩内共和道路 L=7.6km

急カーブ
R=145m

事故危険区間
解消箇所

交差点

単 路

kp

■地域の声(R1.10 岩内観光協会職員)
・並行現道である国道276号は急勾配や急カーブで見通しの悪い区間があり、特に吹雪で見通しが悪い時は慎重な運転を強いられていました。
・開通した岩内共和道路は並行現道に比べると急勾配や急カーブが無いため道路の見通しも良くなり、交差点や沿道施設も少ないことから交差道路

からの出入りも少なくなったため、安全な運転ができていると感じています。

曲線区間
（R<150m）

岩内町
市街地

死傷事故箇所

整備前：

整備後：

死亡事故：
（整備前のみ）

【国道276号における大型車交通量の変化】

1213

307

918

1,213 1,225

0

500

1000

1500

整備前 整備後

(台/日)

大
型
車
交
通
量

大型車交通が転換

■並行現道 ■岩内共和道路
出典：全国道路･街路交通情勢調査(国土交通省)

※整備前H22調査、整備後H27調査

：並行現道施工高

：4％≦ｉ（勾配）＜5％

：ｉ（勾配）≦5％

：岩内共和道路施工高

最大勾配
i=2.37％

・当該道路に並行する国道276号は急勾配・急カーブが連担しており、沿道の生活交通と大型車等の通
過交通の錯綜により、整備前には28件の交通事故が発生し、事故危険区間も3箇所存在。

・当該道路の整備により、大型車交通の転換が図られ、急勾配・急カーブも無いことから、当該区間にお
ける死傷事故は大幅に減少し、事故危険区間も解消され、道路交通の安全性が向上。

岩内共和道路整備により
事故危険区間（3箇所）も解消
-選定年：H22･H25-
-解消（解除年）：R1-

【岩内共和道路】
急こう配箇所なし
(最大勾配2.37%)
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並行現道 岩内共和道路

【整備前後における死傷事故件数】

出典：イタルダデータ(整備前：H23-25、整備後：H27-29)

うち死亡事故２件

死傷事故件数が減少

うち死亡事故0件

（H24.12）



3.事業の効果の発現状況
（5）災害時の緊急避難ルート強化
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・当該道路周辺地域にある泊発電所を中心として概ね半径5Km圏がＰＡＺ（予防防護措置を準備する区
域）、概ね半径30Km圏がＵＰＺ（緊急防護措置を準備する区域）として指定されている。

・災害時には、PAZ区域内の共和町民約1,200人が、当該道路を避難路としてルスツ方面に避難するため、
当該道路の整備により緊急避難時間の短縮がなされ、災害時の緊急避難ルート強化に寄与。

■泊発電所有事における即時避難地域での避難計画

■地域の声(R1.10 共和町職員)
・整備前は、避難経路となる幹線道路は並行現道である国道276号となり、有事には住宅が多く立地している並行現道に町民が集中することで、迅

速な避難が難しくなることが懸念されていました。
・整備後は岩内共和道路が共和町のPAZ地域およびUPZ地域内の避難経路に指定され、万が一の災害発生時には迅速で安全な避難が可能になっ

たと思います。

写真：小樽開発建設部

【現地対策本部
(原子力防災センター)】

日本海岩内共和道路

L=7.6km

岩内共和道路

L=7.6km

PAZ

UPZ

共和町

UPZ内

PAZ内

共和町

UPZ内

PAZ内

凡例

PAZ内 共和町：
その他：

UPZ内 共和町：
その他：

E5A

概ね5km圏内

予防的防護措置
を準備する区域

概ね5～30km圏内

緊急防護措置を
準備する区域

泊原子力発電所

原子力防災センター

出典：泊地域の緊急時対応<内閣府>

【泊原子力発電所】

写真：小樽開発建設部

【共和町内小学校
避難訓練の様子】

写真：小樽開発建設部 共和町

1,207人

53%

その他

1,091人

47%

H29

PAZ内人口

2,298人

移動時間が

８分短縮

【PAZ圏内避難対象人口】

出典：泊地域の緊急時対応<内閣府>

PAZ圏対象地域の
半数以上となる

約1,200人
が岩内共和道路
を利用して避難

【避難時の時間距離比較※】

出典：平成27年度全国道路・街路交通情勢調査<国土交通省>

※避難経路はPAZ地域内にある集合施設（はまなす幼稚

園）から避難先であるルスツリゾートまでの時間距離

整備前ルート
整備後ルート

凡 例

内閣府より

基本避難経路
として指定(H28)

避難先
ルスツへ



札幌市中央
卸売市場

苫小牧港

石狩湾
新港

岩内共和道路

L=7.6km

E5A

E5

E5

E63

E38

E5

原料ニシン

原料ニシン

新千歳空港

海外から輸入

・水産加工業者
・食料雑貨加工工場など

海外から輸入

原料ニシン

日本海

3.事業の効果の発現状況
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■地域の声(R1.10 岩内海産商協同組合 職員)
・並行現道である国道276号は生活交通も混在する道路であり、原料仕入れや出荷の際には20tクラスのコンテナ

車など比較的大きなトラックを多く利用するため、十分気をつけて輸送していました。岩内共和道路の整備後は、
並行現道に比べ交差点が少なく見通しもよいので、安全性・利便性が高く、安心して輸送することができます。

■地域の声(R1.10 飲料メーカー 職員)
・岩内共和道路整備前は、並行現道である国道276号に交通が集中し、大型車も多く線形隘路もあるため、清涼

飲料水輸送中のペットボトル・缶や梱包の破損が度々発生していましたが、整備後の道路は信号交差点が少な
いため、ブレーキが発生する機会が少なくなり、破損要因の緩和に大きく寄与していると思います。

■水産加工品及び食料雑貨類の輸送状況

5.5% 1.2%

70.6%
62.8%

16.9% 32.5%

7.0% 3.5%

0%

25%

50%

75%

100%

北海道 岩内町

分類不能 第３次産業

第２次産業 第１次産業

（6）地域産業の活性化（水産加工品及び食料雑貨類の流通利便性向上）
・岩内町は身欠ニシンの加工や、清涼飲料水生産など、第２次産業が主たる産業であり、海外から原材
料を輸入し生産品は岩内港工業団地等からトラックで、年間を通じ全国へ出荷。

・当該道路の整備により急加減速、急ハンドルが減少するなど物流の走行安定性が確保され、水産加工
品及び食料雑貨類の流通利便性向上に寄与。

岩内の身欠きニシン
約９割が

函館港から道外へ

集荷工場から
道内市場へ

岩内

大手企業

25%

大手企業①
35%

大手企業②
20%

その他
20%

出典：平成27年国勢調査
<総務省統計局>

【H27産業別就業人口割合】 【道内の清涼飲料水
生産量比率】

出典：飲料メーカーヒアリング出典：H29水産加工統計調査
<農林水産省>、岩内海産
商協同組合ヒアリング

道内消費の
およそ１/４※を生産

出典：ETC2.0
（H30.4～H31.3）

●並行現道
●岩内共和道路

岩内共和道路では
急加減速・急ハンドル
の発生傾向が低い

並行現道では
急加減速・急ハンドル
の発生傾向が高い

【国道276号における急ブレーキ・急ハンドルの状況】

第2次産業
が多い

ニシン原料の入荷

身欠きニシンの出荷

缶飲料の出荷

凡 例

出典：岩内海産商協同組合ヒアリング、飲料メーカーヒアリング

集荷工場から
道外市場へ

【H29その他素干し品※

生産量】

その他道内

3,077t

55%

道外

1,041t

18% H29

その他

素干し品

生産量

5,618t

岩内
（身欠きニシン）

1,500t
27%

道内生産の
およそ１/３を生産

※：「その他素干し品」
とは、身欠ニシン、
かれい、ふぐ等

缶飲料

缶飲料

急加減速、急ハンドルの
少ない走行により

流通利便性が向上
※：岩内工場及び千歳工場

の合計生産量



活ほたて

道南方面

道北方面

1.4 1.5 1.2 1.1 3.1 4.4 4.74.5 4.7 4.7 5.3
6.5

6.0 5.9
5.9 6.2 5.9 6.4

9.6 10.4 10.6

0

5

10

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 (年度)

E5

E5

海外へ

小樽港

下関港

海洋深層水に入れ替え

岩内共和道路

L=7.6km

E5A

E5A

■日本海岩内海洋深層水の出荷状況

出典：岩内町地場産業サポートセンターヒアリング、活魚輸送業者ヒアリング

活ほたて輸送ルート

ホヤ輸送ルート

凡 例

地場産業
サポートセンター

活ほたて

ホヤ

【岩内共和道路を利用する活魚輸送トラック】

写真：小樽開発建設部

ホヤ

（岩内湾深層水
取水施設等設備事業）

3.事業の効果の発現状況
（7）地域資源の有効活用を支援
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・岩内町では、 「日本海岩内海洋深層水」を汲み上げ、その岩内沖300m以深の低温性、富栄養性、高い
清浄性を活かし、活ほたてやホヤなどの活魚輸送に活用されており、出荷量は近年増加している。

・当該道路の整備により、並行現道に比べ走行時の急加減速が少なく、走行安定性が高い輸送ルートが
確保され、地域資源を活用した産業振興に寄与。

出典：岩内町地場産業サポートセンターヒアリング

H26年度 岩内共和道路開通

【国道276号における急加減速（上下方向）の状況】

50

43

35

40

45

50

55

並行現道 岩内共和道路

千
台
キ
ロ
あ
た
り

発
生
回
数

岩内共和道路は
急加減速の

発生回数が少ない

出典：ETC2.0（H30.4～H31.3）
平成27年度全国道路・街路交通情勢調査<国土交通省>

※0.3G以上の加減速がかかる箇所を「急加減速（上下方向）」と
定義し千台キロあたり発生回数を計測

【日本海岩内海洋深層水 出荷状況】

活魚輸送の増加により

出荷量が供用後増加

出
荷
量

（千t/年）

：その他：活魚輸送

■地域の声(R1.10 活魚輸送トラック運転手)
・活ホタテ輸送は、10トン車に約7トンを積んでおり、走行中の揺れが多いとホタテ同士がぶつかり合い、貝に傷が付いたり貝同士が噛み合って死貝が発

生する可能性があります。またホヤ輸送では、10トン車に約8～9ｔを積んでいるため、揺れによりホヤ同士が重なり合い潰れてしまう可能性があります。
岩内共和道路は、揺れや振動が大きく発生しやすい並行現道より平坦で振動も少ないため、荷傷みの減少効果により、活魚輸送に適しています。

・トラックには冷蔵機が付いているが、適温にするのにかなりのエネルギーを必要とし、活魚の輸送をしていると海水も段々汚れるので、冷たくて綺麗な
深層水に入れ替えることで、鮮度を維持することができます。

【海洋深層水
入替状況】

写真：小樽開発建設部
（R1.10）

（R1.10）

（海洋深層水入替状況）



4.費用対効果分析の要因の変化
（1）計画時との比較

Ｈ２２再評価時点
（計画時）

Ｒ１事後評価時点
備考

（計画時からの主な変更点）

事業緒元 L=７．６km L=７．６km

計画交通量
９，８００～

１２，５００台/日
９，４００～

１１，１００台/日

・将来交通需要推計の見直し
H22再評価時：H17全国道路・街路交通情勢調査（既事業ネット）
R1事後評価時：H22全国道路・街路交通情勢調査(既事業ネット)

事業完了年度 平成２９年度 平成２６年度 ・地域関係機関等との綿密な協議により円滑な事業管理が実現で
きたことによる見直し

総事業費 約１３０億円 約１２５億円 ・軟弱地盤対策工におけるリスクの未発現による減

総費用
Ｃ

約１４６億円
（基準年Ｈ２２）

約２１３億円
（基準年Ｒ１）

※・ 総費用は割引率を用いて基準年の価格に換算（現在価値化）
したもの

・「費用便益分析マニュアル」改訂（平成３０年）による、時間価値
原単位の見直し

総便益
Ｂ

約２３１億円
（基準年Ｈ２２）

約３０４億円
（基準年Ｒ１）

※・ 総便益は割引率を用いて基準年の価格に換算（現在価値化）
したもの

・「費用便益分析マニュアル」改訂（平成３０年）による、時間価値
原単位の見直し

費用対効果
Ｂ／Ｃ

１．６ １．４ ・交通量の減に伴う便益額の減
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※計画交通量は、R12将来交通量の推計値



（2）事業期間の状況変化による社会的損失額

15

4.費用対効果分析の要因の変化

費用増加額 便益減少額 社会的損失額

６．６億円 －５３．４億円 －４６．８億円

※基準年はＲ１で統一

「事業遅延による社会的損失額」＝「費用増加額」＋「便益減少額」

「費用増加額」 ： 事業着手から実際の供用年次までの期間における「実績事業費の
現在価値合計」と「計画事業費、維持管理費の現在価値合計」の差額

「便益減少額」 ： 遅延した期間に発生が想定される「便益の現在価値合計」



16

○今後の事後評価及び改善措置の必要性

○同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

岩内共和道路の整備により、交通混雑や交通事故の低減、管内の物流の効率化及び災害時
の緊急避難ルート強化など当初の目的が達成されていることから、今後の事後評価及び改善
措置の必要性はないものと考える。

なお、今後も利用状況の把握に努めるとともに、利用しやすい道路環境を確保するため適切
な維持管理に取り組んでいく。

地域関係機関等との綿密な協議を実施することで、円滑な事業の進捗が図られた。
今後も、事業の実施においては、関係機関等と綿密に連携し進めていくことが重要である。
また、事業評価手法の見直しの必要性はないものと考える。

5.今後の事業評価の必要性


